平成２９年度　地域連携型商機能強化モデル創出事業　応募提出書類
（提出部数　各１部）

	提出書類
	摘　要

	１　応募申請書（様式第１号）
	必ず押印して下さい。

	２　事業計画書（様式第２号）
	

	３　市町村支援表明書（様式第３号）
	

	４　補足説明資料
	必要に応じてご提出ください。

（様式自由、Ａ４サイズ）

	５（ア）商店街（団体）の定款・規約等
	添付書類

（コピーで可）

	（イ）商店街（団体）の役員名簿
	

	（ウ）商店街（団体）の事業計画（直近年度）
	

	（エ）商店街（団体）の収支予算書（直近年度）
	


※　詳細については、応募要領をご覧下さい。

　　　なお、提出いただいた書類は、本選考以外には使用しません。また、返却できませんので、あらかじめご了承ください。
（応募期間）

平成２９年３月１日（水）から４月２８日（金）まで〔必着〕

（土曜日、日曜日及び祝日を除く）
※直接持参して提出する場合は、午前９時から午後５時まで（正午から午後１時を除く。）
（提出方法）

提出必要書類については、郵送又は持参により提出してください。
（応募及び問い合わせ先）

大阪府商工労働部中小企業支援室商業・サービス産業課商業振興グループ
（担当）中西・黒石・吉田
TEL　０６－６２１０－９４９６（直通）
E-mail　shogyo@gbox.pref.osaka.lg.jp
（土曜日、日曜日及び祝日を除く）
（様式第１号）

平成２９年　　月　　日

大 阪 府 知 事　 様
団 体 名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　印

平成２９年度　地域連携型商機能強化モデル創出事業　応募申請書

　標記事業について、下記のとおり応募します。

記

１　応募事業の内容

別紙　事業計画書のとおり
（様式第2号）
（別紙）

事 業 計 画 書
１　対象となる商店街等の概要

	団体等の概要
	（1） 団体名
	

	
	（2） 所在地
	

	
	（3） 代表者名
	

	
	（4） 担当者名
	

	
	（５）連絡先
	ＴＥＬ
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	
	
	E-mail
	


２　商店街等の概況等
	①商店街等の

概況
	（店舗数）　　　店、（空き店舗数）　　　店、（合計）　　　店
＜内訳＞　生鮮三品　　　店（　　%）、衣料品　　　店（　　%）
その他小売業　　　店（　　%）、飲食業　　　店（　　%）、
その他サービス業　　　店（　　%）、
その他　　　店（　　%）
（形状）全長　　　　ｍ、道幅　　　　ｍ
（最寄り駅）　　　　　　　線　　　　　　駅　から　　　　　　　分
（主な地域資源など）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（通行量）通行量：平日　　　　人／日、休日　　　　人／日
（来街者属性）

　①高齢者中心　　②主婦中心　　③ファミリー中心　　④若者中心

⑤来訪者中心　　⑥その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	②商店街等の
　現状や課題
	

	③過去３年間の取組みと、その効果や反省点など

空き店舗対策、集客力向上、

組織拡大等の取組み内容


	H26
	（取組み内容）

（効果・反省点）

	
	H27
	（取組み内容）

（効果・反省点）

	
	H28
	（取組み内容）

（効果・反省点）

	④申請動機
	


３　本事業を活用した集客力向上のための取組み等
	①本事業を活用して実施する取組み
	現状や課題を踏まえ、地域住民等との連携を前提とした今後の新たな取組みの方向性について記載してください。既に地域住民等からの協力が得られ、新たな取組みについて合同で企画されている場合は、その内容を記載してください。

	②取組みの目標
	商店街の来街者数の推移、空き店舗数の増減、その他独自に設定した指標について、目標を記載してください。


４　本事業を活用した魅力ある個店づくりのための取組み等
	①核店舗の選定等
	核店舗の候補が決定している場合は、どのような店舗であるか記載してください。決定していない場合は、調整状況について記載してください（応募時点で核店舗を決定している必要はありません。）。


	②本事業を活用して実施する取組み
	

	③他店への波及方法等
	


５　事業終了後の取組み等

	①事業終了後の継続した取組みの考え方
	

	②他の商店街でも活用できるポイント
	


６　本事業にかかる収支計画
	収支計画
	〔収入〕

　府補助金　　　　　　　　　円
　自己資金　　　　　　　　　円
　そ の 他　　　　　　　　　円
	　　※主な使途を記載してください。

	
	〔支出〕
事業総額　　　　　　　　　円
	


７　実行会議のメンバー構成（予定）

	団体（組織）名
	部課名
	担当（予定）者

職氏名
	専門分野

	商店街等
	
	
	商業者

	地域住民（消費者）
	
	名
	

	市町村
	
	
	行政（商業振興）

	商工会・商工会議所
	
	
	支援機関

	地域団体
	
	
	自治会等

	地域の事業所等
	
	
	事業者、大学等

	中小企業診断士
	
	
	コンサルタント

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※　記入欄が不足する場合は適宜、追加し作成してください。
※　応募時点で、担当（予定）者が決まっていない場合は、「未定」と記載してください。

　　なお、地域住民の参画が決まっていない場合は、おおよその参加人数を記載してください。

（様式第３号）
地域連携型商機能強化モデル創出事業　支援表明書（市町村）

平成　　年　　月　　日

市町村長名　　　　　　　　　　　　印

	応募申請団体名
	


	市町村名
	

	担当部（局）・課・係名
	

	担当者職・氏名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	


１　当該市町村が考える応募申請団体（商店街組織）の役割・重要性
	


２　本事業への支援体制
	


３　本事業終了後の市町村の支援（関与）の方針
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